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ラオス内戦とアメリカ �

はじめに

1955年，『静かなアメリカ人』（TheQuietAmerican）という小説が発表された。イギリ

ス人作家グレアム・グリーン（Graham Greene）によるこの小説は，その後のインドシナ

におけるアメリカの泥沼的介入を暗示したものとしても有名になる。フィクションとはいえ，

フランスに代わるアメリカのインドシナへの本格的関与が始まったばかりのこの時期に，グ

リーンがアメリカ人に特有と考えた独善主義，それと背中合わせの理想主義の悲劇を鋭く描

き出したことは注目に値する。もっとも，他地域での政治的自立・ナショナリズムの運動，

あるいは国際政治一般に対してアメリカが示してきた独善的な，場合によっては帝国主義的

な傾向は19世紀までさかのぼる。アメリカ国内でも，このような傾向はアメリカ的理念や

民主主義に反するものとして批判されることがあった。『静かなアメリカ人』の着想も，そ

のようなアメリカに対するグリーンの認識やヨーロッパ植民地支配の実態も目撃してきた彼

自身のアフリカやインドシナでの体験に根ざしていたと考えられる。

『静かなアメリカ人』はその後も読み継がれる偉大な文学作品として評価されるようになっ

た。しかし，マカーシイズムが吹き荒れたばかりの1950年代半ばのアメリカでは，この小

説は反米的作品として一部で批判される。そればかりか，1958年に小説がハリウッドで映

画化されたときには，その中心テーマは骨抜きにされ反共主義的ないわばプロパガンダ映画

に転化されてしまった。

1958年には，グリーンの小説のタイトルをもじった『醜いアメリカ人』（TheUgly

American）という小説が発表された。米海軍の2人の退役軍人ウィリアム・J・レドラー

（William J.Lederer）とユージーン・バーディック（EugeneBurdick）による小説は，架

空の小国を舞台として現地の言葉や文化・慣習を理解しないアメリカの外交官の姿勢や援助

政策を批判的に描いたものだった。それにもかかわらず，この小説はアメリカ国内で好意的

に受け止められベストセラーとなった。米議会での対ラオス援助に対する批判でも明らかだっ

たように，この頃には東南アジアでのアメリカの政策の行き詰まりや援助をめぐる汚職や腐

敗が注目されるようになっていた。アメリカの「善行」がなぜ裏切られる結果になったのか
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を解き明かしたとも言える，アメリカ人自身による小説は，グリーンの小説とは異なるアピー

ルを持っていたのかもしれない。『醜いアメリカ人』も1963年に名優マーロン・ブランド

（MarlonBrando）と岡田英次の主演で映画化されている。但し小説と異なり，映画として

はあまり高い評価を得られなかった。1

レドラーは，1961年には『羊の国』（ANationofSheep）というノンフィクションも出

版した。最初の章は「ラオスにおけるぺてん［TheLaosFraud］」というタイトルで，1958

年から1959年のラオスにおけるアメリカの政策の失敗を取りあげていた。他にタイ，台湾，

朝鮮半島などの事例も取りあげ，レドラーは，国民に真実を伝えない米政府の情報操作・秘

匿，現地で十分な取材も行わずに偏った報道を行うマスコミ，そして真実に無関心な国民の

姿勢が，相乗的にアメリカが途上国で抱える問題を深刻化していると主張した。タイトルの

「羊」は英語では従順に従う人，臆病者も意味し，聖書の「迷える羊」も連想させる。「羊の

国」とはアメリカのことだった。レドラーは，アメリカ的民主主義や革命の理念に国民全員

が立ち戻って，責任ある市民として真実を伝え知ろうとする勇気を持つことが事態を改善す

る処方箋だと主張したのである。2

実際，レドラーがベトナムではなくラオスをこの本で取りあげたことが象徴しているよう

に，1958年5月の補完選挙以降のラオス情勢はどんどん不安定になりつつあった。国土の

小さなラオスで，国家予算の大部分を米政府が負担する援助を行ったにもかかわらず，支援

する政治勢力は対立し，王国政府の支配力も王国軍の軍事力も向上したとは言えなかった。

ラオスで実現できないことをアメリカは他国で実現できると期待できるのだろうか。レドラー

によれば，「ラオスでの出来事は，最も恐ろしい暗示を含む前兆［omen］となる」もので

あった。3

1．1959年「危機」の発生

1�1．王国軍＝パテート・ラオ軍統合の失敗

1958年8月，プーイ・サナニコーン（PhouiSananikone）は，前年11月のパテート・

ラオとの統一政府に関する合意を反故にし，パテート・ラオの政治組織「ラオス愛国戦線

（NeoLaoHakXat,NLHX）」の閣僚を排除した政府を発足させた。しかし，パテート・ラ

オとの合意にはもうひとつ重要な計画が含まれていた。パテート・ラオ軍の王国軍への統合

である。プーイ政府もNLHXも，連立政府の崩壊後，軍の統合計画を破棄したわけではな

かった。かと言って，統合に向けて大きな進展があったわけでもなかった。1年以上もの間，

軍の統合問題はいわば棚上げにされたままだったのである。11月合意後にパテート・ラオ

軍の約半分の兵士が除隊していたが，残っていた1,500名の精鋭部隊は，750名ずつの2大

隊に分かれ，第一大隊はルアンパバーン近郊，第二大隊はジャール平原のシエンクワン近郊

に駐留していた。兵士たちは衣食住を与えられ，家族もいっしょに暮らすようになっていた。
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ベルナール・B・ファル（BernardB.Fall）によれば，大した訓練も行われておらず，兵士

たちはポンサーリー，サムヌアのジャングルにいたときより快適な生活をしていた。4

軍の統合問題に関して，プーイ政府とNLHX/パテート・ラオとの間で合意を見たのは

1959年4月になってからだった。パテート・ラオ軍はできるだけ多くの軍人を将校として

王国軍に編入させたいと考えていた。プーイ政府はこれに抵抗していたが，最終的にパテー

ト・ラオ軍に指名された105名の将校を受け入れることに同意した。憲法記念日の5月11

日にはパテート・ラオ軍の王国軍への正式な統合が行われることになった。1,500名の兵員

に対して105名の将校という数はあまりに多い。但し，当時，情報相であったシースック・

ナ・チャンパーサック（SisoukNaChampassak）の告白によれば，これは政府側の策略

でもあった。2大隊の兵士を統合後に全国の部隊に分散させ，将校には階級試験を課すこと

で彼らの影響力を無力化できると計算していたのである。あまり教育を受けていないパテー

ト・ラオ軍の将校が試験に受からないことを見越しての妥協でもあった。5

一方で，NLHX/パテート・ラオ側にも，軍の統合に懐疑的となる十分な理由があった。

連立政府に関する合意と1958年補完選挙の成果がプーイ政府に無視され，国家統一のため

の政治的プロセスが蔑ろにされたまま，彼らが軍事的プロセスを進めることに意味を見いだ

せなかったとしても不思議ではない。また，NLHX/パテート・ラオ側の軍の統合に対する

政策にも曖昧さがあった。後述するように，軍の統合における第一大隊と第二大隊の対応に

は違いがあり，ヴィエンチャンのNLHX幹部と軍人たちとの連携も不十分だった。さらに，

NLHXの背後に控える，当時は非公然政党だった「ラオス人民党（TheLaoPeople・s

Party）」のカイソーン・ポムウィハーン（KaysonePomvihane）書記長ら党幹部の指示が

どのようなものであったかも不明だった。

軍の統合をめぐるプーイ政府，NLHX/パテート・ラオの思惑の違いはあったが，それで

も予定通り5月11日の正式な軍の統合は行われることになっていた。しかし，この日を境

にラオスを再び分断する動きが始まることになった。王国軍陸軍参謀長ウアン・ラトリクー

ン（OuanRatrikoun）は，11日，第二大隊の統合式典に出席するためジャール平原に赴

いた。しかし，彼が儀仗兵と現地に到着したとき，第二大隊の兵士たちは支給された式典用

軍服を着用せず，ライフルや自動小銃を訪問者に向けて待っていた。結局，式典は行われず，

ウアンはその日のうちにジャール平原をあとにした。翌日，王国政府はヴィエンチャンにい

たスパーヌウォン（Souphanouvong）らNLHX幹部を警察の監視下に置くことを決定し

た。また，当時ラオスで最大の4万部の発行部数を誇っていたNLHX党機関誌を発禁処分

とした。そして王国軍の部隊は，第一大隊，第二大隊の駐屯地を包囲した。6

5月18日，投降を要求する王国軍の最後通牒を受けて，ルアンパバーンの第一大隊は王

国軍への統合に同意した。しかし，ジャール平原での事態はまったく異なる展開を見せた。

翌 19日朝までに第二大隊の兵士たちは，家族ともども王国軍の包囲をくぐり抜け忽然と姿

を消したのである。武器・兵員数で勝る王国軍部隊による追走にもかかわらず，王国軍は，
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いくつもの小隊に分かれてベトナム国境地帯に逃げ込んだ彼らを捉えることはできなかった。

シースックによれば，第二大隊の逃走後，スパーヌウォンは大隊の帰還を呼びかけることに

同意し，帰還交渉を王国政府側に提案してきたという。しかし，スパーヌウォン自身，この

頃はパテート・ラオ軍に対する支配を失っており，これ以後，彼の影響力は低下し，反乱の

主導権はカイソーンやその部下に移ったのではないかとシースックは説明している。7

1959年夏にラオスで調査研究を行っていたファルは，双方が武力に訴えたことで，ラオ

スは「再び戦争に突入した」と述べている。しかし，5月から6月にかけてはまだ事態は流

動的で，激しい戦闘は報告されていなかった。米政府内の分析でも，問題は「軍事的という

より政治的性質のもの」と考えられていた。米政府は，逃走したパテート・ラオ部隊を武力

制圧することに反対する旨をプーイ政府に伝えていた。この時点では新たな王国軍の訓練計

画が始まっておらず，王国軍の非効率性，能力不足を勘案すると，パテート・ラオ部隊を追

撃しても成功の見込みは「ほとんどゼロ［almostnil］」と考えていたからであった。また

米政府は，共産主義国側が事件を「国際管理委員会［TheInternationalControlCommis-

sion,ICC］」再開を要求する口実として利用していることも懸念していた。8

第二大隊の逃走は，王国政府，王国軍の政治的，軍事的な失態以外の何物でもなかった。

しかし，王国政府側でこの失態の責任を誰かが取るという発想はなかった。それどころか，

6月3日，この事件を利用してプーミ・ノサワン（PhoumiNosavan）国防次官は，米政府

関係者にラオスへの米軍介入計画の策定と大幅な軍事援助の増加を要請してきた。プーミに

よれば，米軍介入計画の策定は，ベトナム民主共和国（TheDemocraticRepublicofViet-

nam,DRV［北ベトナム］）や中華人民共和国の軍事介入へと事態が発展した場合に備えて

ということだった。軍事援助に関しては，航空機 18機，ヘリコプター8機の供与，王国軍

4,200名，自主防衛軍4,000名の増員をプーミは求めた。この緊急の「途方もない軍事援助」

の要請に対し，米政府内ですぐに積極的検討が行われたわけではなかった。しかし，逃走事

件が白日の下にさらした「王国軍の甚だしい弱体さ」に対する米政府関係者の認識は，その

後のアメリカの対ラオス政策に影響を与えることになる。9

一方，米国内では，6月15日，前年から続いていた対ラオス援助に関する米議会下院の

政府活動委員会の調査結果が，「ラオスにおける合衆国援助活動」という報告書として公表

された。対ラオス援助の無駄や非効率性，汚職・腐敗を描き，「援助計画はラオスにおける

共産主義の拡大を阻止しなかった」として国務省や国際協力局（TheInternationalCoop-

erationAdministration,ICA）の政策を根本的に批判する報告書は，援助の削減を求める

圧力になるものだった。しかし，レドラーによれば，これを機会に「重大なごまかし行為

［TheBigDeception］」が開始され，報告書がラオスに届いて 1週間もたたないうちに

「いろいろなことが起こり始めたのである」。そして彼は，王国政府側の中心的主張が，ラオ

スは「外国の共産主義の侵略者による邪悪な『侵略』の犠牲者」になったというものになっ

ていったと説明している。10
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1�2．王国軍＝パテート・ラオ軍の衝突

第二大隊の逃走後，ラオスではわずかだが平穏な状態が続いた。しかし，1959年7月半

ばから8月にかけて王国軍とパテート・ラオ軍の衝突が発生し，再びラオスは混沌状態に陥

る。まず7月18日，パテート・ラオ軍による攻撃がサムヌア県の辺境地域で始まった。そ

の後31日までに数カ所の王国軍駐屯地が奪われた。この攻撃は王国軍の追撃作戦に対する

反撃という面もあったが，6月に合意を見た米軍事要員による王国軍訓練の開始に対する反

発という見方もあった。ファルによれば，王国軍部隊は駐屯地で囚われるよりは逃走するこ

とを選んだため，個々の戦闘は短期で犠牲者もそれぞれ数人程度だった。しかし，それまで

「自信過剰」になっていたヴィエンチャンの雰囲気は一変し，「完全なパニック」状態に陥っ

たという。小規模な戦闘は北部のルアンパバーン県や中南部のターケーク周辺にも広がって

いた。11

8月3日，王国政府は，DRVがパテート・ラオに武器・物資の供給を行い，DRV軍部隊

によるラオス「侵略」も行われていると非難する声明を発表した。DRV政府はこの事実を

否定したが，4日にはカムパン・パニャー（KamphanPanya）外相がダグ・ハマーショル

ド（DagHammarskjold）国際連合事務総長に，事態は「きわめて深刻」であると伝え，

改めて公式にDRVのラオス介入を非難した。さらに8月20日には，ニューヨークに特使

として派遣されたプーイ首相の弟ゴーン・サナニコーン（NgonSananikone）が事務総長

に面会し，国連オブザーバーをラオスに派遣することを要請した。12

軍事衝突の再発と王国政府のこの一連の動きは，米政府にある種のジレンマを突きつける

ものだった。アメリカのラオスへの関与拡大を1954年ジュネーブ合意に違反するものとし

て批判してきたDRV政府や中国政府は，第二大隊の逃走後からラオスにおけるICCの再

開を求めていた。米政府はジュネーブ合意を承認しておらず，一貫してパテート・ラオとの

交渉，連立政府の樹立にも反対してきた。1958年の補完選挙後の連立政府の解消，ジュネー

ブ合意の枠組みを象徴するICCのラオス撤退は，米政府の期待にそうものだった。しかし，

紛争の再発と王国政府の「侵略」非難がICC再開を招くことになれば，米政府にとっては

時計の逆戻りを意味した。また，共産主義国側の王国政府や米政府に対する批判を勢いづか

せることにもなりかねなかった。

それでも，DRV軍部隊のラオス国内での戦闘への参加，つまり「侵略」が事実として証

明されれば，共産主義国側の欺瞞を暴くことができるはずだった。ところが，この点でも米

政府関係者はジレンマを抱えていた。当初から彼らは，王国政府が主張する戦闘規模や

DRV軍部隊の越境と戦闘への参加について疑問を持っていたからである。8月4日のドワ

イト・D・アイゼンハワー（DwightD.Eisenhower）大統領への諜報分析報告も，DRVが

パテート・ラオ軍の訓練や作戦の計画・指揮に関わっている可能性は高いとしながらも，そ

の証拠は決定的ではないとしていた。ヴィエンチャンのホラス・H・スミス（HoraceH.

共立 国際研究 第34号（2017）
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Smith）米大使も，「［北］ベトナムの関与に関する明白な証拠」を得る必要があると主張し

ていた。しかし，この日からほぼ毎日送られてきたヴィエンチャンからの電文は，DRV軍

のラオス介入に関する証拠はないとするものばかりだった。米大使館は，「責任あるラオス

当局者から提供される情報のほとんどは明らかに誇張されている」と考えていた。DRVが

パテート・ラオ軍に聖域や訓練を提供していた可能性は高かったが，9日にサムヌアを直接

視察した米陸軍武官も，DRV軍の直接介入の決定的証拠はないと改めてワシントンに報告

している。英仏武官の分析も同様であった。そのため，18日の国家安全保障会議（The

NationalSecurityCouncil,NSC）でも，アレン・ダレス（AllenDulles）中央情報局

（TheCentralIntelligenceAgency,CIA）長官が，作戦の指揮や補給には関与していると

考えられるものの，「ラオスにおける北ベトナム軍部隊の存在について明確な証拠はない」

と報告している。後述する国連安保理事会小委員会のラオス派遣決定後の9月10日に行わ

れたNSC会議でもダレスは，「北ベトナム軍の主力部隊はまだ発見されていない」という

説明を行っていた。13

他方で，1957年11月の連立政府合意後はじめて発生した王国軍とパテート・ラオ軍の本

格的な戦闘は，王国政府による国連への訴えもあって，世界中でかってない注目を浴びるこ

とになった。ラオス問題にほとんど関心を払ってこなかった多数の西側ジャーナリストが，

突然，ヴィエンチャンに押しかけてきた。しかも，報道のほとんどがセンセーショナルなも

ので，レドラーによれば，「ラオスは侵略された」ことになってしまった。現地にいたファ

ルも，証拠が出そろう前に「ラオスにおける赤の侵略［RedInvasioninLaos］」を叫ぶ見

出しがアメリカの新聞であふれるようになったと述べている。そして，彼が8月に目撃した

事実と，現地に行かずにヴィエンチャンで取材しただけのアメリカの新聞報道がいかにかけ

離れていたかを事細かに説明している。ひどい場合には，ファルが滞在していた戦闘も何も

起こっていなかった村が，ディエン・ビエン・フーに例えられる報道が行われていた。ふだ

んはリベラルな新聞でさえ米軍派遣の可能性を報道するようになっていた。14

DRVによるラオス「侵略」という報道に対し，米政府はあえてこれを正面から否定する

ことも肯定することもしなかった。国務省の公式声明では，DRVを名指しした「侵略」と

いう表現は避けながら，ラオスで「外部からの支援や指示」を受けている勢力による反乱が

起きていると非難する文言に留められた。他方，DRV軍部隊介入の「明確な証拠はない」

という米政府内での分析を公にして，王国政府の主張を正面から否定することもしなかった。

8月25日の記者会見でアイゼンハワー大統領は，戦闘再発を受けたラオスへの追加援助

の可能性に言及した。26日には国務省が，具体的な援助の中身は明らかにせず追加援助を

公式に発表した。15ヴィエンチャンやワシントンで現地情勢の冷静な分析は行っていたが，

米政府にとって，米議会の対ラオス援助批判をかわし王国軍の増強を図るには，「侵略」の

ニュースは都合がよいものであった。いわば「侵略」批判はマスコミに任せ，米政府は公式

にはDRV軍部隊の「侵略」という主張を肯定することも否定することもせず，この問題を
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めぐる自らのジレンマを回避していたとも言える。

8月中旬になると事態は若干沈静化したと思われた。10日には，ルアンパバーンでサワン・

ワッタナー（SavangVatthana）皇太子の娘の結婚式が他国の外交団や賓客も出席して行

われた。各地の陸軍駐屯地でも祝宴が開かれた。しかしこの夜，将校らが祝宴に出払ってい

る間に，ルアンパバーン郊外のパテート・ラオ軍第一大隊の元兵士たちの約3分の1が武器

を持ったまま近くのジャングルへと消え去ったのである。16

1�3．国連安保理事会小委員会のラオス派遣

8月30日，サワン皇太子が，病床にあったシーサワン・ウォン（SisavangVong）国王

の摂政に就任する儀式が行われた。しかし，その日の早朝から，サムヌア県のベトナム国境

に近いナムマー［NamMa］川沿いのいくつかの王国軍駐屯地に対するパテート・ラオ軍

の攻撃が始まった。攻撃で王国軍はいくつもの駐屯地を失うことになり，再びアメリカの新

聞ではDRV軍の「侵略」が喧伝された。著名なアメリカ人ジャーナリスト，ジョゼフ・オ

ルソップ（JosephAlsop）もラオスに到着しこれに一役買った。しかし，ファルは当時の

彼の報道の誤りや誇張を厳しく批判している。ファルはこのときの米世論の状態が，「心理

戦争の専門用語で『自己陶酔［self-intoxication］』とでも呼べるもの」に陥っていたと説

明し，「民主主義においてこれはたいへん不健全な状態」であったとも指摘している。17

9月4日，王国政府は国連に対し，DRVによる「露骨な侵略」を阻止し，その拡大を防

ぐための「緊急部隊［anemergencyforce］」のラオス派遣を要請した。この要請を受け

て，南米を訪問中だったハマーショルド事務総長は，日程を1日切り上げて6日にニューヨー

クに戻ってきた。王国政府の国連「緊急部隊」の要請は，米政府及び英仏政府との事前協議

もなく行われたことであった。当時，スミス大使はカムパン外相にこの点について抗議して

いる。王国政府は東南アジア条約機構（TheSoutheastAsiaTreatyOrganization,

SEATO）への訴えも検討していた。しかし，これは米政府の反対により断念された。18

9月7日，国連安全保障理事会でラオス問題に関する協議が行われた。奇妙なことに，こ

の協議が始まる直前に王国政府は，「外国からの侵略者」はすでにラオスから「撤退」した

と発表した。他方でプーイ首相は，情勢の深刻さに鑑みラオス全土に戒厳令を発布したとい

う。19

7日の協議の結果，安保理事会はラオスに関する申し立てを調査し，理事会に報告するた

めの「アルゼンチン，イタリア，日本及びチュニジアで構成される小委員会」を任命する決

議を採択した。決議に賛成したのは11カ国で，反対はソ連のみであった。決議は，この問

題を常任理事国が拒否権を行使できない手続き事項として処理するという投票を経たうえで

行われたものだった。問題を手続き事項として処理することにより，米英仏はICC再開を

求めるソ連の反対を押し切ったのである。20ICCはインド，カナダ，ポーランドの3カ国で

構成されており，アメリカの政策に批判的なインドとポーランドが含まれていたことも，王
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国政府や米政府がICC再開に反対する理由になっていた。米政府は英仏政府と協力し，小

委員会の派遣という方式で王国政府の主張がICC再開につながることを防いだと言える。

しかも，小委員会の構成国のうち3カ国はアメリカと同盟関係にある国々だった。

安保理事会小委員会のメンバーは，9月15日にはヴィエンチャンに到着し，王国政府か

ら大歓迎を受けた。パテート・ラオ側から事情聴取が出来るわけでもなく，王国政府の許可

する範囲でしか調査できない小委員会にどこまで公平さが期待できるかは疑問だった。それ

でも小委員会は，王国政府の用意した文書の調査や捕虜・傷病兵などの聞き取り調査を丹念

に行い，11月5日に報告書を安保理事会に提出した。小委員会はパテート・ラオがDRV

からの装備，武器，弾薬や助言といった支援を受けていたと報告した。しかし同時に小委員

会は，「小委員会に提出された情報は，総合してDRV正規軍による国境侵犯があったかど

うかを明確に証明するものではなかった」と結論づけた。そして，この頃までには，サムヌ

アなどの現地を直接取材したアメリカのジャーナリストの報告も入るようになり，「侵略」

を叫ぶ新聞の報道も急速に下火になっていった。21

小委員会の報告は，7月以来，米政府や英仏政府が現地から受けていた報告と一致するも

のだった。ポール・F・ランガー（PaulF.Langer）とジョゼフ・J・ザスロフ（JosephJ.

Zasloff）は，その後の調査で，1959年にDRV軍部隊がラオスでの戦闘に参加していたこ

とを証明する「十分なまとまった証拠はない」としながらも，その可能性を示唆している。

最近の研究でも，アーサー・J・ドーメン（ArthurJ.Dommen）が彼らが集めた証言をも

とにDRV軍部隊が戦闘に参加していたと断言している。22しかし，王国政府が用意した捕

虜や脱走兵の証言の信憑性については当時から疑問視されており，サムヌアなど現地に直接

赴いて調査を行った米英仏武官の当時の報告やファルのような人物の証言を総合すれば，少

なくとも正規のDRV軍部隊が中隊，大隊レベルで戦闘に参加していたとは考えにくい。お

そらくは，軍事顧問や少数の「義勇兵」として，DRV軍軍人がパテート・ラオ部隊と行動

を共にしていたと考えるのが妥当だろう。

1960年以降のラオス内戦へのDRV軍部隊の派遣については率直に認めているDRV軍の

公式軍事史も，1959年のラオスへの正規部隊の派遣には言及していない。むしろ，公式軍

事史によれば，この時期にはDRV軍による別の重要な作戦が開始されていた。1959年1

月のベトナム労働党中央委員会第 15回全体会議での，南ベトナム解放のための政治闘争を

継続しながら武装闘争を準備するという決議に基づいて，DRV軍は5月にホー・チ・ミン・

ルート建設のため第 559軍事輸送団（MilitaryTransportationGroup559）を組織した。

当初は2大隊約 600名から構成されていた第 559団は，8月頃から南ベトナムに兵士・武器

を輸送する活動を開始したという。23このようなDRV軍の活動が，ラオス・ベトナム国境

の山岳地帯の情勢に関する軍事情報に何らかの影響を与えていた可能性はあった。

なお，小委員会の報告が発表される前の10月22日，プーイ首相，カムパン外相，プーミ

国防次官がワシントンを突然訪問している。当初，プーイらはニューヨークに赴いて国連で
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王国政府の立場を訴えるつもりだった。この予定は米政府をも困惑させたが，小委員会の調

査継続中にこのような訪問が行われることを嫌ったハマーショルド事務総長の意向で，急遽，

ワシントン訪問に予定が変更されたのである。しかし29日にラオス国王が死去したため，

プーイはアイゼンハワー大統領，ハーター国務長官との会談をキャンセルして帰国せざるを

得なくなった。24

ハマーショルド事務総長は，11月5日の小委員会の報告後，自らラオスを再訪している。

彼は，小委員会の調査終了後もラオスに小規模な国連監視団を残す措置をとった。ソ連はこ

れに反対したが，この措置はハマーショルドの考えであると同時に，米政府の意向を受けて

のものでもあった。事務総長の権限で国連の「プレゼンス」をラオスに残すことにより，パ

テート・ラオ側の行動や事態の悪化に対する抑止効果が期待されたのである。同時にハマー

ショルドは，王国政府に対し中立政策に立ち戻り，軍事よりは経済の発展に努力すべきだと

助言したという。25

2．1959年「危機」へのアメリカの対応

2�1．王国軍・自主防衛軍の増強

1959年7月以来のパテート・ラオ軍と王国軍の衝突は，はじめてラオスに世界の注目が

集まった重要な契機となった。ジュネーブ会議後，ベトナムの影に隠れがちだったラオス問

題がはじめて認知されたとも言える。しかし，プーイ首相下の王国政府と王国軍は，パテー

ト・ラオ勢力の政治的・軍事的統合に失敗し，それが招いた軍事衝突の発生後はパテート・

ラオ軍に勝利できずにいた。外国軍の直接「侵略」という論理で国際社会を説得することに

も失敗した。いわば軍事的にも外交的にも失敗を重ねてきたと言える。それでも，王国政府，

王国軍の指導者の誰一人として責任を取る者はいなかった。彼らからすれば，当然，非難さ

れるべきはパテート・ラオとその背後にいるDRV政府だった。

1959年の「危機」発生は，悪化しつつあったプーイら旧世代の保守派と，若手保守派を

代表する国益防衛委員会（TheCommitteefortheDefenseofNationalInterests,CDNI）

や軍部との対立を一時的に沈静化させた。6月25日から27日，CDNIは権勢を誇示するか

のように，最初の年次大会をヴィエンチャンで開催した。これはCDNIとしては最後の年

次大会にもなった。大会にはプーイ首相も招かれCDNIの貢献をたたえる演説を行った。

CDNI側の演説者も政府への協力を訴えていた。26しかし，7月の紛争発生後も彼らの対立

は水面下に隠れただけで，「危機」によりプーイ政府の基盤が強化されたわけではなかった。

またこの年次大会では，2月にCDNIが「陸軍の党」であると述べていたウアン将軍自らが

CDNIの委員長に就任していた。27プーイ首相が軍部を掌握しているとは言いがたい状況に

なっていた。

米政府にとっても，安保理事会小委員会の報告に至る過程は外交的勝利とは言いがたいも
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のだった。ICC再開は阻止できたが，国際交渉の場では王国政府の主張につきあわざるをえ

なかった。但し，この時期のアイゼンハワー政権にとっては，ベルリンなどの重要な問題で

対ソ関係の改善を図ることも重要な課題となっていた。9月には歴史的とも言えるソ連のニ

キタ・フルシチョフ（NikitaKhrushchev）首相の訪米を控えており，米政府は共産主義

諸国の政策を批判しながらも，ラオス問題の影響は最小限に抑えたいと考えていたと思われ

る。

そして，そのためには王国政府が国内問題を独力で解決することが肝要であると考えられ

た。しかし，5月の第二大隊の逃走事件がもたらした「王国軍の甚だしい弱体さ」に対する

米政府関係者の懸念は，7月以降のパテート・ラオ軍との戦闘によりさらに深まっていた。

王国軍の訓練不足に対応するためにも，6月に合意された米仏合同訓練計画の実施は急務で

あった。7月になると，訓練計画の下で「文民技術者」として派遣された100名ほどの米軍

人がラオスに到着し始めた。但し，米軍人による王国軍兵士の訓練開始は諸刃の剣となる可

能性があった。ジュネーブ合意違反とも言える訓練計画の開始がパテート・ラオ側を刺激し，

7月の彼らの攻撃を誘発した可能性があったことは米政府内でも十分に認識されていた。28

アメリカの軍事的関与のさらなる拡大は，紛争を鎮めるよりは悪化させる可能性もはらんで

いた。

結局，パテート・ラオ軍との戦闘における王国軍の劣勢という現実は，米政府内で王国軍

及び自主防衛軍の兵員数の再検討を強いることになった。2万5,000名の正規軍と1万6,000

名の自主防衛軍が，現地からの報告によれば，せいぜい800名から3,000名程度と考えられ

たパテート・ラオ軍に対処できなかったことは驚くべきことであった。29米軍関係者が抱い

ていた懸念が現実のものとなったのである。第二大隊の脱走事件後にプーミ国防次官が米政

府に伝えてきた，王国軍4,200名，自主防衛軍4,000名の増員という要請は，当時は「途方

もない軍事援助」の追加と思われた。ところが，わずか2ヶ月でこの解釈は変更を迫られた

のである。

8月8日，米政府はヴィエンチャン大使館に対し，当面の措置として，現地で実質的な米

軍事顧問団として活動していた計画評価局（ProgramsEvaluationOffice,PEO）が王国軍

の空輸による補給作戦を支援することを許可した。但し，すべての米軍事要員の活動は大使

との協議の下で行われることとした。また2万5,000名の定員上限を越えない範囲での王国

軍部隊補充のための当面の追加支援も決定した。30

8月24日には，国務省，国防省，ICA，CIA，統合参謀本部（TheJointChiefsofStaff,

JCS）の代表が対ラオス援助に関する協議を行った。協議では，王国軍兵力を2万5,000名

から2万9,000名，自主防衛軍の兵力を1万6,000名から2万名に増強することが決定され

た。増員する兵員の多くは退役軍人を充てることとされたが，この増員には400万ドルから

500万ドルの費用がかかると想定された。この決定は，ヴィエンチャン駐在武官やPEOを

含めた米大使館カントリー・チーム，米太平洋司令部（TheCommander-in-Chief,Pacific:
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CINCPAC），JCSからの提案を受けて行われたものだった。31

但し，兵力の増強は，王国軍が戦闘で完全に勝利できるという前提で行われたわけでは必

ずしもなかった。王国軍の国内的安全保障能力の向上は目指すが，米政府が兵力の増強を発

表することによって，王国軍兵士の士気や戦闘意志を高めることが重要な目的とされた。ま

た決定が，パテート・ラオ軍の新たな攻勢やDRV軍介入に対する抑止力となることも期待

された。32そのため，前述のように，25日にはアイゼンハワー大統領が記者会見で公にこの

問題に言及し，26日には国務省が正式に援助の拡大を発表したのである。

この頃には，ラオスに駐在する米政府関係者も相当な数になっていた。9月の国務省内の

メモによれば，国務省 39名，合衆国広報サービス（TheUnitedStatesInformation

Service,USIS）14名，援助を統括する合衆国作戦代表部（TheUnitedStatesOperations

Mission,USOM）123名，形式的にはUSOM配下ではあるが国防省派遣のPEOの71名，

武官9名，海兵隊警備兵10名で，ヴィエンチャン米大使館には総勢266名が勤務していた。

これに加え，新たに派遣された「文民技術者」の訓練チーム108名，PEO配下の技術者32

名，海軍建設工兵隊18名，通信要員28名，心理戦争専門家5名がおり，総勢で457名のア

メリカ人がラオスに駐在していた。数字には表れないが，この中にはCIA局員も含まれて

いたと考えられる。単純に考えても，457名の3分の2程度は国防省，CIA派遣の職員だっ

たと推測される。33現在のヴィエンチャンでも国際援助機関のオフィスや各国公館が集中し，

ビジネス，観光目的の訪問者も含めれば，狭い旧市街には外国人の往来が目立つ。1954年

夏にわずか5名で始まったヴィエンチャンにおけるアメリカのプレゼンスは，この時期には

相当に目立つものになっていた。特に軍事的プレゼンスの拡大は顕著だった。

それにもかかわらず，王国軍の訓練という点では米軍事要員の数は十分だとは考えられて

いなかった。ジュネーブ合意では王国軍訓練のための仏軍事顧問の数は1,500名まで許され

ており，「文民技術者」100名程度では2万5,000人以上の兵士の訓練にはまったく不十分と

思われた。しかし，ジュネーブ合意による外国軍の駐留禁止やフランスとの合意があるため，

「文民技術者」を急速に増員することは困難だった。国務省は，ジュネーブ合意の当事者で

あるイギリスやフランスの立場を考慮し，当初は訓練要員の増員には消極的だった。しかし，

現地のスミス大使，PEO局長やCINCPACからの要請を受けて，11月になるとPEO要員

を40名ほど増やし106名とすることを許可している。34

8月頃には，王国軍の訓練不足を補うためのタイでの新たな訓練計画について，王国政府

とタイ政府の間で協議が進められるようになった。王国軍のゲリラ・対ゲリラ活動能力の向

上を目指すこの計画は，米政府の援助によるものだった。8月29日のヴィエンチャンの米

陸軍武官からのJCSへの電文は，「この計画はCAS［ControlledAmericanSource,CIA

局員を指す］が担当しており，国務省の承認も得て，昨日，［プーイ］首相，スミス大使，

PEO局長，そしてCASによる協議が行われた」と報告している。そして10月には，王国

軍空挺部隊200名の訓練がタイで開始された。35
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2�2．米軍派遣の提案とラオス非常事態計画

8月30日のパテート・ラオ軍による新たな攻撃の開始は，米政府内で，王国政府による

国内的安全保障能力の強化だけでなく，米軍の軍事介入や地域的安全保障の枠組みによるラ

オス問題への対応に関する議論を引き起こすことになった。

9月3日，ヴィエンチャンのスミス大使は，米政府が公式に共産主義国側に警告を発し，

場合によっては主要都市防衛のために米軍部隊のラオス派遣を検討すべきだとワシントンに

提案した。彼は，ラオスの一部あるいは全部が失われ東南アジアにおけるアメリカの立場と

威信が失われないように，「一線を引く［draw［the］line］」べきときが来たと判断してい

た。JCSも，王国軍訓練のための米軍事要員の増員と正式なMAAG発足を提案した。36ス

ミス大使による米軍派遣の提案はワシントンを驚かせたが，安保理事会小委員会の派遣によ

り事態の沈静化を狙うという方針が採用されたことにより，結果的にこれらの提案が採用さ

れることはなかった。しかし新たな「危機」発生は，ラオスが分裂の危機に陥った場合や第

三国の戦闘部隊によるラオス侵攻が発生した場合に備えた，軍事的即応体制の検討の必要性

を米政府内で認識させたとも言える。なお，当面の措置としてアイゼンハワー大統領は，9

月はじめに緊急時に備えた米軍兵員輸送の準備や第7艦隊艦船の移動を秘密裏に行うことを

許可している。37

米政府内でラオスに関する「作戦計画」が作成されるようになったのは，1957年半ば頃

からであった。NSC下部機関の「作戦調整委員会」（TheOperationsCoordinating

Board,OCB）は，1957年5月末に最初の「ラオス作戦計画概要」（OutlinePlanofOpera-

tionswithRespecttoLaos）を作成している。この文書は，王国軍や自主防衛軍の育成，

民生援助計画などに関する米政府諸機関による具体的な活動方針を示していたが，必ずしも

第三国の侵略に対処するための米軍介入を前提としたものではなかった。38 補完選挙後の

1958年 8月には，「OCB東南アジア作業班」（TheOCBWorkingGrouponSoutheast

Asia）が発足し，地域的枠組みでの検討も行われ，ここでラオス情勢の分析も定期的に行

われるようになった。1959年7月のパテート・ラオ軍との衝突発生後には，OCBは国務省，

国防省，CIAの代表から成る特別な「省庁間グループ」を発足させ，地域的安全保障の枠

組みでの非常事態計画の検討を始めることになる。「省庁間グループ」は週に2，3度の会合

を重ね，8月には「ラオスに関するSEATO非常事態作戦計画草案」（DraftContingency

PlanforSEATOOperationsinRelationtoLaos）を作成した。39

軍人出身のアイゼンハワー大統領は，非常時の軍事作戦計画の立案には特に関心を示して

いた。アイゼンハワーは，9月11日のラオス軍事介入の可能性を主要閣僚らと協議した会

議で，アメリカ単独で介入すべきではなく「何をするにしてもSEATOの庇護の下で行わ

れなければならない」と述べていた。そして「指揮系統の取り決めに関する計画も含めて

［SEATOの］計画立案が開始されるべき」だと主張した。この問題は9月21日の米英外相
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会談でも取りあげられ，9月23日には「イギリスが限定的なSEATOの計画立案に加わっ

た」と大統領に報告されている。40

SEATOの非常時の軍事作戦計画の立案は，1957年2月にSEATO内に軍事計画局（The

MilitaryPlanningOffice,MPO）が設置されてから始まったと考えられる。ラオスに関わ

る作戦計画の検討も，これ以降，始まったのではないかと推測される。1959年7月13日付

けで作成された，共産主義の反乱に対しラオスを支援するSEATO軍の投入に関する非常

事態軍事作戦計画は，MPO5B/59と呼ばれていた。9月にはラオス情勢に対応するための

SEATO代表者会議が緊急に開催されたが，同時にMPO5B/59をより具体的，明確な計画

とするための協議が加盟国間で開始されたようである。しかし，作戦計画の文面も含めて多

くの文書は未公開であるため，その具体的な内容を知ることは困難である。41 MPO5B/59

は，その後1961年にラオスに対する米英軍事介入計画が検討されたときの「SEATOプラ

ン5（SEATOPlan5）」の原型になるものだったと考えられる。

3．軍部・CDNIの1959年12月クーデター

3�1．軍部・CDNI支持をめぐる米政府内の対立

安保理事会小委員会のラオス派遣により，王国軍とパテート・ラオ軍の戦闘は小康状態に

なった。しかし，皮肉なことに，これは一時的に沈静化していた王国内の政治対立を12月

にかけて再燃させることになった。

1959年後半には，ラオス国内で時代の変遷を印象づける出来事も起こっていた。10月14

日，1945年に「ラオス王国」独立宣言を行い，ラオ・イサラ運動の中心人物でもあったペッ

サラート（Phetsarath）王子がルアンパバーンで死去した。さらに，フランスの保護国時

代にルアンパバーン王に即位してから55年の治世を誇ったシーサワン・ウォン国王が10月

29日に死去した。12月29日には，首相も務めた大物の保守派政治家で，軍部や警察に一定

の影響力を保持していたカターイ内務相がヴィエンチャンで急逝した。42特にカターイの死

去は，後述するプーイの凋落と相まってラオス政治における世代交代を印象づけるものと思

われた。

米政府関係者を悩ませることになったのは，この世代交代の問題，と言うよりは世代交代

に名を借りたラオスの政治指導者や軍人たちの権力闘争だった。彼らは反共主義で一致し，

アメリカの全面的支持を得ていたという点では共通していたが，誰がどのような「改革」を

進めるのかという点では激しく対立していた。半年前の1959年3月，米政府はアメリカの

政策に忠実な反共保守派のプーイ首相とRPL派，そして軍部・CDNIの両方を支持する方

針を堅持することを確認していた。しかし，このときスミス大使が懸念していたように，米

政府が「正直な仲介者」として相対立する彼らを説得できるのかどうかは大きな問題だった。

米政府は再びこの難題に直面することになったのである。
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王国内の権力闘争が再燃したもうひとつの理由は，12月25日に国民議会の任期終了が迫っ

ていたこともあった。1955年のこの日に総選挙が行われており，本来ならば4年の任期終

了前に次の総選挙が実施されるべきだった。しかしパテート・ラオとの軍事衝突が発生し，

選挙準備は行われていなかった。そのためプーイ首相やRPL派の議員たちは，憲法修正に

より議会の任期を1年間延長し1960年末までに総選挙を実施したいと考えた。これに対し

軍部・CDNI，そしてサワン新国王は，議会の任期は延長せず暫定政府を発足させ，憲法改

正や総選挙の実施を委ねるべきだと主張していた。国民議会から1年間の特別権限委任を受

けていたプーイ首相だったが，彼らの反対に直面して，国民議会の任期延長を自分の思い通

りに進めることは困難となっていた。43

軍部・CDNIの政治に対する見方は，本来，米政府関係者が警戒すべきものだった。CDNI

の実力者プーミはワシントンを10月に訪問した際，国務省役人と会談を行っていた。会談

でプーミは，立憲主義に基づく議会政治の必要性に同意すると話しながらも，その体制は

「大衆が通常の民主主義には無知すぎるため『指導された民主主義』（・d�emocratiedirig�ee・）

であるべきだ」と主張した。また彼は，「選挙をコントロールするには選挙法を修正すれば

よい」とも述べた。そのため11月2日，国務省はヴィエンチャン大使館に対し，「CDNIが

立憲主義の痕跡をすべて一蹴し，準独裁体制を築かないように注意深く見守る必要がある」

と伝えている。もう一人のCDNIの実力者カムパン外相も3月に議会制，政党制の廃止を

主張したことがあった。44このようなCDNI指導者の言動は，プーミが使用した言葉にまつ

わる米政府関係者の経験からも懸念されるものだった。インドネシアでスカルノ大統領が，

1957年以降「指導された民主主義」（guideddemocracy）という言葉を使って政治体制の

変革を主張したときには，米政府は独裁体制や社会主義的路線を正当化するものとしてスカ

ルノ体制に対する反発を強めた。そればかりか，スカルノ政府に対する反乱を軍事的に支援

し，失敗していたからである。45

11月はじめの国務省内のメモも，CDNIはラオスで「何らかの『修正民主主義［modified

democracy］』がもたらされるべき」と考えているとしていた。そしてCDNIがパキスタン，

ビルマ，タイ，フランスといった，「陸軍が議会の犠牲のうえに大幅に強化された行政府を

もつ政府を打ち立てた，あるいはその設立に強く影響を与えた」他国の例に感銘を受けてい

るとも分析していた。サワン国王もプーイ首相らの指導力に不満を持っており，このような

考えをもつ軍部・CDNIの指導者たちに接近していた。46

軍部・CDNIに対する警戒心が高まるなかで，米政府内での対ラオス政策をめぐる対立も

表面化するようになった。米政府の公式の政策としては，親米で反共保守派の「最良」の指

導者であるプーイの政府を支持していた。同時に，CDNIを支援し資金面も含めた援助を行

うことも，秘密ではあるが米政府内では公式な政策だった。PEO要員ら米軍関係者は，王

国軍予算をほぼ丸抱えする軍事援助業務を通し，あるいは実質的な軍事顧問という役割から，

軍部・CDNIへの支援により積極的だったと考えられる。CIAは，CDNIの資金や作戦の援
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助担当窓口でもあり，プーミらとのリエゾン役もCIA局員であった。当然のことながら

PEOやCIAの活動は，国務省や米大使も基本的に承知のうえで行われていることだった。

特に大使は，ヴィエンチャン大使館カントリー・チームの長としてCIA，PEOも含めた活

動について報告を受け，統括する役割を与えられていた。

しかし，スミス大使から見れば，プーイ政府の支持という米政府の政策とは異なる，ある

いは彼がラオス指導者たちに話していることと矛盾する話が，この時期，ヴィエンチャンの

一部の米政府関係者から軍部・CDNIに流されていたようである。その中には軍部・CDNI

がプーイ政府を倒すような無謀な行動に出ても，アメリカの支持を失うことはないといった

内容が含まれていたという。そのため11月8日，スミス大使は国務省に対し，プーイ首相

やCDNI側に「合衆国の政策に何ら分裂はない［nodichotomy］」ことを伝え，米政府が

プーイ政府を全面的に支持し，「クーデターや王令でCDNI支配の下に打ち立てられる憲法

に反する権威主義体制は支持しない」ことを明確に示すべきだと訴えた。またスミスは，新

たに着任したUSOM部長ジョン・H・トブラー（JohnH.Tobler）とともに過去の米援助

政策を批判した。しかし，国務省のJ・グレアム・パーソンズ（J.GrahamParsons）極東

問題担当国務次官補や極東局，東南アジア課は，ヴィエンチャンでスミスやUSOMと，国

防省派遣の要員やCIAとの間でときに摩擦や相違があるが，「ワシントンでは考え方に相違

はない」と見ていた。むしろ，それまでスミス自身も強力に支持してきた国防省の政策や援

助政策全般を彼が厳しく批判したことに当惑していた。47

実際，この時点での国務省の政策は，スミス大使やプーイ首相の主張をまだ支持するもの

であった。たとえば，11月13日，国務省はヴィエンチャンに，国民議会の任期の1年延長

と総選挙の1年延期，そして憲法改正というプーイ側の主張する手続きを米政府が支持する

ことを伝えている。国務省は，行政府の権限の強化の必要性は認めながらも，CDNIの「指

導された民主主義［guideddemocracy］」の危険性も指摘した。そしてスミス大使にこの

ような米政府の見解をプーイ，CDNI，国王に伝えることを指示した。但し，プーイが

CDNIの信用を勝ち取り，各勢力をまとめるために強力で明確なリーダーシップを発揮すべ

きだとも国務省は主張した。48このように国務省は，CDNIとの協力の必要性を主張しなが

らも，軍部・CDNI側の議会の任期終了と暫定政府の形成という主張には与せず，プーイや

RPLの主張を後押しする方針を維持していた。

一方で，ラオス駐在の米政府関係者の活動における対立や米援助政策に対するスミス大使

の批判は，国務省やICAから厳しい批判を浴びることになる。パーソンズはスミスの前任

者であり，彼自身，大使としてPEOの活動や現地でのCIAによる秘密作戦を指揮，監督し

てきた。彼からすれば，スミスの不満は大使としてあるまじきものだった。11月21日の国

務省各部署が関わりパーソンズが承認してスミスに送られた訓令では，「合衆国の政策にお

ける分裂に見えるようなもの」［傍点，引用者］があったとしても，「このような印象をぬぐ
・・・・・・・・

い去る最大限の努力」を大使と大使館スタッフは行うべきだとして，次のように述べられて
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いた。49

……貴殿は，国王，プーイ，RPL，CDNI，そして陸軍といったすべての党派に

対して，合衆国の政策のスポークスマンとして行動すべきである。（機密未解除の

1行未満の文言［原注］）とCDNIとの作戦上の関係を，彼らが行う積極的助言が

政策の枠内に留められるという条件で，貴殿によって十分に統合された適切な作戦

上の政策に収まるようにすべきである。

機密未解除の文言は，CIAと推測される。またこの国務省の電文は，CDNIが「政治的圧

力集団」として登場し，内閣にCDNIメンバーが含まれることを米政府が支持してきて，

「CDNIはこれまでたいへん有用な役割を果たしできた」と断言していた。そして，「この組

織［CDNI］に対するわれわれの支持をいま撤回することは，ラオス人の合衆国に対する信

頼の喪失という重大な結果を招くことになる」とも述べていた。50

このようなCDNIに対する国務省の評価に対して，スミスは根本的に反論する。11月3

日の電文では，プーイ首相が考えるようにスミス自身も，CDNI各メンバーの個人的な貢献

以上には「CDNIがほとんど，あるいは何も貢献していない」と考えているとし，「自分は，

ラオスのみならず，合衆国と東南アジアの利益のためにもなぜCDNIがその破壊的な政策

を続けることが許されるのか理解できない」とまで主張した。またスミスは，ラオスの保守

派各勢力を「平等に支持する」のが米政府の政策であると理解していたが，CDNIに与えら

れた支援はRPLに与えられた支援を「はるかに凌ぐ」もので，CDNIはRPLより重視され

ていると彼らが思うのも驚きではないとも述べた。51スミス自身も，当初はCDNIの台頭を

歓迎していた。そしてCDNIの政策に疑問は持ちながらも，内閣にCDNIメンバーが参加

することを米政府の代表として主張してきた。しかし1年以上の間，ラオス政治における

CDNIの行動やその頑固さや非民主的な側面を彼は目撃してきて，大きな疑問を持つように

なったのである。

しかし，米援助政策やCDNIに対するスミスの批判は，大使を解任されても不思議でな

い内容を含んでいた。そのため，パーソンズは大使としてのスミスの行動を改めて厳しく批

判する。翌12月1日に私信の形式で送られたスミスへの書状でパーソンズは，「大使として

の貴殿の権限は，［カントリー・チーム内での］調整が欠如していても調整を行うのに十分

なはずのものである」と述べ，「大使が，調整役としてではなく，カントリーチームの一メ

ンバーが発した批判に加わるという大使としての適性」の問題まで指摘した。「一メンバー」

とはトブラーのことを指していた。パーソンズはCDNIと他の米政府関係者の問題も含め，

「分裂」という言葉でスミスがワシントンに報告を送ってくること自体，大使としての責任

を果たしていないと戒めたのである。スミスはパーソンズの批判に対し，これまでの米政府

の政策全体を否定する意図はなかったと弁解する。52
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その後，スミスがすぐに大使を解任されることはなかった。しかし，スミスは，CDNI支

持という国防省，CIAのみならず国務省も一致し積極的に押し進めてきた政策に異を唱え

ていた。CDNIに関する見方において，ヴィエンチャン米大使館内でスミスは必ずしも孤立

していたわけではなかったようである。しかし，1954年以来，王国軍の育成など国内的安

全保障を重視してきたアメリカの政策から派生してきたとも言えるCDNIへの支持を撤回

させるのは困難だった。そして，プーミの台頭やCDNIを「陸軍の党」と語っていたウア

ン将軍のCDNI委員長就任にも象徴されるように，CDNI設立宣言にあった「商人，実業家，

農民，労働者，知識人，警察官，文官及び軍人」という幅広い層の若手集団を結集したはず

のCDNIと軍部の一体化は，ますます進んでいたのである。

詳細は不明な点も多いが，スミス大使自らがアメリカの政策の「分裂」に言及する事態に

なったのには，彼とCIAの当時のヴィエンチャン支局長ヘンリー・ヘックシャー（Henry

Hecksher）との確執があった。ベルリンでの作戦やグアテマラ政府転覆作戦にも関わった

ヘックシャーは，CIA局員のなかでも独自の行動をとる人物として有名だったようである。

彼は，カントリー・チームのルールを意図的に無視し，自分の活動について大使に報告する

義務を怠ることがあった。実際にヘックシャーがスミスを軽視し，大使に報告する必要はな

いという発言をしていたという証言も残っている。53

ヘックシャーの行動は，大まかに言えば，軍部・CDNIを支援するという米政府の政策か

ら逸脱したものではなかった。しかし，スミスから見れば，プーイ政府に対抗して過剰に軍

部・CDNIをけしかけるものと映っていたのだろう。ヘックシャーの言動を裏付ける文書は

ほとんど公開されていないが，1972年に当事者へのインタビューをもとにアメリカの対ラ

オス政策の先駆的研究を行ったチャールズ・A・スティーヴンソン （CharlesA.

Stevenson）は，彼が大使を「出し抜いた」と説明している。本研究の分析でもわかるよう

に，当時の米政府の対ラオス政策の枠組みを考えれば，事態はそのように単純なものでもな

く，スパイ小説めいたCIAの暗躍といったものでもなかった。しかし，ヴィエンチャンの

米政府関係者の間で意見対立や軋轢が存在していたことは間違いなかった。そして，おそら

くはスミス大使の要求もあり，12月末にはヘックシャーのほうが任期終了を前にワシント

ンに召還されたのである。54

3�2．クーデター直前のワシントンの政策変更

米政府関係者の意見対立が表面化するなか，12月 4日，プーイ首相，RPL，CDNIの間

で1960年4月に総選挙を行うことを前提としてプーイの下で内閣改造を行うことが合意さ

れた。しかし，プーイが退任させたいと考えた，CDNIでも強硬派のカムパン外相の処遇を

含めて閣僚の配置をめぐる対立で話し合いは決着が付かなかった。そもそも内閣改造によっ

て，議会の任期延長や首相の特別権限延長が可能なのかどうかも疑問だった。結局，CDNI

側はプーイの内閣改造案を拒否することを決定し，内閣からCDNIの全閣僚を引き上げる
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ことを12月12日にプーイに伝えた。これを受けてプーイは，15日，CDNIメンバーも軍

人も完全に排除した新内閣の発足を発表した。55

ここに来て，1958年補完選挙での「敗北」以来，RPL，CDNIという2つの保守集団を

育成・支援し，両者に協力を促してきたアメリカの政策は破綻したのである。どれほど多く

の軍事援助，経済援助を注ぎ込んでいたとしても，また内政干渉を行っても，ラオス人によ

る政治をアメリカが思い通りにコントロールできたわけではなかった。しかも，政策の破綻

後，どのような政策をとるべきかについて何らかの検討が米政府内で行われていたわけでも

なかった。

12月16日のヴィエンチャンからの報告によれば，この頃，ハーバート・D・ライリー

（HerbertD.Riley）CINCPAC参謀長とレナード・J・サッチオ（LeonardJ.Saccio）ICA

副局長がヴィエンチャンを訪問していた。スミスによれば，特にライリー参謀長は「米軍部

が立憲民主主義による文民政府を倒したり，それに対する独裁を打ち立てるようなクーデター

も軍による企ても支持しない」という米政府の政策を，プーイ，国王，プーミ，ウアンに納

得させることができたという。56

ライリーとサッチオのラオス訪問は，米軍事・経済援助政策の成果や「合衆国の政策にお

ける分裂」に対するスミスの批判を受けてのことだろうと推測される。CIAあるいは米軍

関係者の一部の言動がもたらした噂に対し，アジア太平洋で米軍を管轄する司令部の代表が

「米軍部が合衆国の政策を完全に支持している」という，ある意味で当然のことを表明した

だけであった。しかしスミスには，ライリーの発言が「分裂」の噂を打ち消し，「合衆国の

目標を実現する展望により希望が持てる」ようになったと思われた。57しかし，スミスの期

待はすぐに裏切られることになる。

12月22日，スミス大使は，軍部・CDNIによるクーデター計画があることをワシントン

に伝えてきた。その日，ジョン・A・ヒンジーズ（JohnA.Heintges）PEO局長は，ウア

ン王国軍参謀長が新射撃場開設式のためにパクセに向かう飛行機に同乗した。ウアンは，プー

イ内閣が12月26日に総辞職しなければ「無血クーデター」が決行されるという警告を，23

日にプーイに面会して伝えると話したという。但しウアンによれば，国王はプーイを改めて

首相に任命するつもりで，ウアンらもこれには反対せず，その代わりCDNI側は14名の閣

僚のうち7名をプーミ，ウドンら軍人を含むCDNIメンバーとすることを要求する計画だっ

た。彼はヒンジーズに，「CDNIは政権を奪取しようとしているのではない」と強調したと

いう。58

実は，このクーデター計画の情報がヴィエンチャンから伝えられる直前に，ワシントンで

は奇妙な動きがあった。国務省極東局東南アジア課のダニエル・V・アンダーソン（Daniel

V.Anderson）課長とラオス担当デスクのクリスチャン・A・チャップマン（ChristianA.

Chapman）は，スミス大使のいくつかの提案についての検討を行っていた。彼らが作成し

た18日の省内メモによると，彼らは「力の行使」により設立される政府を支持しないとの
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警告をCDNIに発すべきだというスミスの提案に対し，米政府の政策はこれまでも明白に

伝えられており，その時点では再度の警告の必要はないとした。そして，翌19日の国務省

からスミス大使への電文は，7項目について質問形式で24時間以内のスミスからの回答を

求めた。この電文はパーソンズと部下のジョン・M・スティーヴス（JohnM.Steeves）が

起草し，東南アジア課もC・ダグラス・ディロン（C.DouglasDillon）国務次官も承認し

たものだった。電文は最初にクーデターの可能性を問うとともに，4項目目で以下のような

質問を投げかけていた。59

4．CDNIとラオス陸軍が無視できない，あるいは無視すべきでない将来の権力

ある集団を含んでいることを考慮すれば，われわれの最善の役割は，自らの影響力

と行動の自由を保持するため，慎重に関わりをもたぬようにし自然の成り行きに任

せるべきである［standdiscreetlyaloofandletnaturetake［its］course］と考

えないか。

この質問は，プーミ政府を支持し，クーデターによる政府転覆に反対することをラオス指

導者たちに何度か伝えてきた国務省の政策変更の可能性を示唆していた。クーデター計画が

あっても「自然の成り行きに任せる」ということは，軍部・CDNIのクーデターを容認する

ものだと解釈できた。当然，スミス大使はこの国務省からの質問に強く反発する。スミスは

クーデターの可能性はむしろ遠のいているとしながらも，「自然の成り行きに任せる」こと

は，それまで行ってきた米政府の主張からしてアメリカの威信と評判の喪失につながるもの

だとして反対した。そして国務省に，改めてCDNI，軍部，国王に対し正統政府を力で転覆

させることに米政府が反対することを伝える「特別な」許可を求めたのである。60

スミス大使の軍部・CDNIやラオス政治の現状に対する評価は，他の多くの大使館員も共

有するものだった。しかしこのスミスの主張に対する国務省の回答は，そもそも最初から質

問する必要があったのかと感じさせるほど明快なものだった。22日の電文は，次のように

述べていた。61

4．……王宮に承認された明らかに差し迫った政府改変のための行動は，プーミ

が失敗した反共主義集団の糾合をラオス人が一定程度達成する道かもしれない。

5．従って，国務省の結論は，われわれがいまや慎重に関わりをもたぬようにし，

ラオス人が自分たちの間で新たな関係を作りあげるのに任せるならば，われわれの

長期的な利益がもっとも達成できるだろうというものである。当面の国内の政治的

綱引きでどちらかの味方をするのではなく，貴殿とスタッフは影響力を温存して対

立する派閥の和解をもたらし，彼らのエネルギーをラオスの本質的問題に集中させ

ように促すべきである。
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ウアンの情報は12月22日の昼頃に届き，この詭弁ともいえる国務省の指示はその日の夜

に送られているが，国務省の政策変更はウアンの情報が届く前から進んでいたと推測される。

クーデター反対からクーデター黙認という急転回の政策変更の直接の理由は，たしかに「プー

イが失敗した」ことにあったかもしれない。しかし，失敗の原因を軍部・CDNIではなくプー

イに一方的に帰している背景には，もともとパーソンズやスティーヴンスら極東局トップや

国務省の上層部も，軍部やCDNIに期待をかけていたことがあったと考えられる。そして5

年に及ぶ大量の軍事援助を通じた米政府とラオス王国軍の密接な関係は，王国軍の上層部の

多くが関わっていたCDNIの行動を否定することを困難にしていたとも言える。このよう

な関係は，CDNI側でも十分に認識されていた。CDNIの中心人物の一人インペン・スルヤ

タイ（InpengSuryadhay）は，ちょうどこの頃，プーイ首相側近に米政府がCDNIへの支

持を撤回し資金援助が途絶えたらどうするのかと聞かれたとき，相手を侮蔑するように「彼

らはわれわれをいまや捨てることはできない」と述べたという。62

23日，ディロン国務次官はダレスCIA長官とともにアイゼンハワー大統領に会い，ラオ

スの政治危機について説明した。説明を受けたアイゼンハワー大統領も，クーデターを容認

する上記の政策を承認した。63そして，国務省の強い指示を受けて，スミス大使は24日にプー

イ首相と面会した。彼は，プーイに米政府の政策を伝えたことを国務省に報告している。報

告でスミス大使は，皮肉っぽく「私は，もちろん今後も国務省からの指示を即座に綿密に遂

行します」と述べていた。そして「CDNIは，ヒンジーズへの注意深く計算された暴露にア

メリカから何ら反応がないことを確認し，もはやプーイの手を縛ることを躊躇しないだろう」

と報告を締めくくった。64

3�3．1959年12月の軍事クーデター

12月25日，国民議会の任期が終了する日，ヴィエンチャンでついに王国軍が行動を起こ

した。CDNIのシースックによれば，大佐から准将に昇任したばかりのプーミ・ノサワンは，

この日，プーイ内閣の総辞職を要求した。プーイが時間稼ぎをしているうちに，プーミは首

相官邸を警察の非常線で包囲した。27日に軍の装甲車 3台，29日には軽戦車 2台が追加さ

れ，主要官庁と首都の重要拠点は監視下に置かれた。軍は昼夜を問わずパトロールを行った。

シースックは，軍将校の信頼も厚く警察も掌握していたカターイ内務相が29日に急死した

ことは，彼を後ろ盾としていたプーイの命運を決したと述べている。65

ウアンが話していた23日のプーイとの会談は，予定通り行われていた。しかし，話し合

いで決着は付かなかった。国王はプーイ首相再任を望んでおり，軍部・CDNIもプーイが辞

任後にRPL，CDNI，軍部から成る暫定政府を再び率いることを受け入れる用意はあったよ

うである。しかし，プーイは国王に辞表を提出することを拒み続けた。結局，軍部・CDNI

の圧力に抗することができず，プーイが国王に辞表を提出したのは30日夕方になってから

だった。66
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シースックによれば，30日夜から翌朝にかけて王国軍部隊は，主要官庁，郵便・電信電

話会社，ラジオ局，発電所，国営銀行，空港などを占拠した。彼は，軍の行動は暴力の行使

も流血もなく行われたと説明している。米大使館員がプーイ首相から聞いた話によれば，30

日にプーイが辞表を提出したため，「彼らは攻撃計画を中止した」という話だった。67攻撃す

る必要はなくなったが，反対活動を抑止し軍の権威を誇示するために予定された占拠を行っ

たということだろう。

文民のシースックは，一連の出来事を「軍事クーデター」と説明している。実際，31日

には「陸軍最高司令部」の名で，スントーン，ウアン，プーミ，そしてシン・ラサナマイ

（SingRhathanamay），アムカ・スーカウォン（AmkhaSoukhavong）の5名の将軍た

ちが国王に謁見し，国王から彼らがラオスにおける秩序と安全の維持に当たるよう指示され

たことが発表された。また国民議会の任期が25日に終了したことも確認された。68

プーイ首相が辞表を提出した日，彼の側近は，「［米］大使が知らないところで，ラオスに

いる特定のアメリカ人たちに少なくとも励まされなければ」，国王も軍部・CDNIも合法政

府を転覆させようとはしなかったというのがRPL側のコンセンサスだと米大使館員に語っ

ていた。1月2日には，プーイ首相自身が同様の話をスミス大使にしている。69プーイはス

ミスを信頼しており，あえてかもしれないが，大使が知らないところで一部の米政府関係者

が暴走しているかのような解釈を示したのかもしれない。しかし，スミスは問題の所在に気

づいており，ワシントンとの政策論争に破れただけだった。

当時，CIAの計画本部（theDirectorateofPlans）副本部長だったリチャード・M・ビ

セル・Jr（RichardM.Bissell,Jr.）は，次のように率直に回顧している。70

CDNIの閣僚たちが彼［プーイ］に軍事行動に訴えるように圧力を増したとき，

彼は彼らを辞めさせた。この時点でワシントンは，その支持をプーミ・ノサワンに

切り替え，プーミはプーイ政府に対するクーデターを主導したのである。

ビセルは，国務省，国防省，CIAの間で意見の相違があっても，大体は何とかワシント

ンから現地への統一した指示を打ち出すことができたと証言している。しかし同時に彼は，

現地のそれぞれの代表がワシントンと異なる政策に合意し，結果として米政府の対ラオス政

策に混乱をもたらしたことも認めている。また「後知恵ではあるが，合衆国の支持はプーイ・

サナニコーンに与えられるべきだったのは明白」であったとも回顧している。71

4．1960年選挙とアメリカ

4�1．クー・アバイ暫定政権の発足

1959年 12月30日から31日にかけての政変は，軍事クーデターだとしても奇妙なクーデ
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ターだった。内閣は総辞職したが，プーイや他のRPL政治家が逮捕，監禁された，あるい

は彼らの政治生命が断たれたわけではなかった。ヴィエンチャン市内では静寂と秩序が保た

れ，元旦には慣例通り王宮で各国大使がサワン国王に新年の挨拶をする謁見式が行われた。

プーイ首相と何人かの閣僚，国民議会議長も出席していた。しかし目立ったのは，通常は出

席しない5名の将軍たちが正装で列席していたことだった。72ラオスは急速に軍の独裁に向

かっているかのように思われた。

しかし，軍部・CDNIによるクーデターを黙認した米政府だったが，暫定政府が軍人によ

る独裁体制となることを認める用意はなかった。11月に国務省は，「CDNIが立憲主義の痕

跡をすべて一蹴し，準独裁体制を築かないように注意深く見守る必要がある」とヴィエンチャ

ンに伝えていたが，この姿勢はかろうじて保持されていた。クーデター黙認の政策と矛盾す

るとも言えるが，米政府関係者にとっては，一時的にクーデターという手段を認めたとして

も，文民による立憲民主主義の体裁や手続きまですべて葬り去ってよいということではなかっ

た。

このような軍部・CDNI独裁に対する懸念は，英仏政府も共有していた。新年早々，ヴィ

エンチャン，ワシントンなどの米英仏政府関係者の間で，軍部・CDNIメンバーや国王に対

し共同で意見表明を行うことが慌ただしく協議された。米政府が警戒したのは，軍部・

CDNI政権の誕生で米援助は増大するという噂が広められ，軍部・CDNIが外交及び国内政

策の徹底的かつ根本的変更を行うと主張していたことだった。また，スパーヌウォンら

NLHX指導者を裁判にかけ処刑するという噂も流れていた。特に英仏政府は，NLHX指導

者の処刑が彼らを交渉当事者として認めているジュネーブ合意を無視するもので，共産主義

国を刺激することになると危惧していた。73

1960年1月3日，スミス大使はスントーン参謀総長や8月に陸軍司令官となっていたウ

アン将軍に面会し，米援助増大の噂を否定した。そして，「極端な政策変更に対する合衆国

の反応はたいへん厳しいものになる」と断言した。また「伝統的な平和・中立・穏健という

ラオスの立場が不変であるという早期かつ公の宣言を合衆国政府が希望している」ことも伝

えた。同主旨の非公式な覚書は，米大使館の首席公使，陸軍武官を通じて他の将軍たちや

CDNI指導者にも手渡された。1月4日には米英仏大使にオーストラリア代理大使も加わり，

サワン国王との謁見が行われた。彼らは4カ国がそろって「極端な政策変更」に反対するこ

とを国王に伝えた。同日，ハマーショルド国連事務総長から国王への親書も届いた。シースッ

クは，親書の内容には触れていないが，この親書が「特定の軍人たちの野心を鎮めるのに決

定的だった」と説明している。74

このような働きかけが功を奏したのか，1月7日に発足した暫定政府の閣僚の顔ぶれは，

1年前のプーイ政府よりはるかに軍事色の薄いものとなった。首相にはクー・アバイ（Kou

Abhay），副首相にクーの弟のニュイ・アバイ（NhouyAbhay）が就任し，軍人は国防相

となったプーミのみであった。外相にはカムパンが再任された。CDNIからは3名，RPL
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からも3名の閣僚が選ばれた。67才のクー首相とニュイ副首相は旧世代の政治家であった

が，RPL，CDNIからも反対されない中庸な保守穏健派であった。スミスによれば，王国軍

トップは人選に不満を持っており，「反共主義者たちの間の対立」が解消したわけではなかっ

た。しかし米政府が十分に協力できる政府だった。75

4�2．1960年選挙に対するアメリカの政策

暫定政権の発足後，次に課題となったのは総選挙の実施だった。プーイ政府は崩壊したが，

総選挙の時期については12月にプーイ，RPL，CDNIが合意した4月の予定が守られるこ

とになった。総選挙の投票日はその後4月24日に決められた。

1月11日，スミス大使は，早速，ワシントンに対し選挙対策のための積極的なアメリカ

の「政治的行動計画［politicalactionprogram］」の策定及び実施の重要性を訴えている。

1959年12月末の米大使館の分析では，「CDNIは国のかなりの地域でほとんど影響力がな

く，選挙での支持も確保されていなかった」。王国軍の心理戦争部隊や「6人部隊」の活動

により，いくつかの県ではCDNI地域支部が成果を上げ始めているところはあったが，ま

だまだRPL，軍，CDNIの間の協力が不可欠と考えられた。76

スミス大使の「政治的行動計画」の提案は，1955年総選挙でチャールズ・W・ヨスト

（CharlesW.Yost）大使が提案した「6ヶ月行動計画」，1958年補完選挙でパーソンズ大使

が提案した民生援助計画を含む30万ドルの緊急援助計画を想起させるものであった。これ

らの米政府による選挙対策では，国民戦線の形成による保守派候補者の統一，候補者への秘

密資金援助，情報宣伝活動，村落などへの緊急援助，民生援助計画などが重要な活動の柱と

なっていた。

ラオスの選挙に対するアメリカの公然，非公然の干渉はいわば慣例化しつつあったと言え

る。但し，1960年の選挙に関しては，それまでの2回の選挙とは異なる面があった。5年に

及ぶ国内的安全保障に偏った多大な米軍事・経済援助により，前述の王国軍の心理戦争部隊

及び「6人部隊」の活動や軍民の民生援助計画による活動は強化されていた。特に1958年

補完選挙の「敗北」後は，行政，公共事業，村落開発，情報活動の4つの分野で，米政府は

民生援助計画のために200万ドルから250万ドルの援助を新たに提供することになっていた。

またその一環で「6人部隊」がラオス国内600地区すべてで村落開発にも従事するようになっ

ていた。77後述するように，パテート・ラオとの戦闘による退却はあったものの，4月にか

けて王国軍部隊のラオス各地への展開は強化された。以前の2回の選挙のとき以上に，王国

軍が自立して，情報宣伝，村落開発などを通じた選挙支援活動を行う体制は整っていたので

ある。但し，このことは軍が選挙民に圧力をかける自立性を確保したということでもあった。

以前の選挙ともうひとつ異なっていた点は，米政府が，国民戦線の形成や保守派候補者の

統一という題目さえ唱えることが困難になっていたことである。1959年の政治対立から軍

事クーデターによるプーイ政府打倒という経緯を考えれば，RPLとCDNIによる候補者の
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統一はほとんど望めなかった。そもそも，1958年選挙後にこの2つの政治集団の創設を積

極的に後押ししたのは米政府であり，それにもかかわらず次の選挙では統一名簿を作成しろ

というのは矛盾していた。一方で，1月13日のスミス大使の報告によれば，すでにクー首

相とニュイ副首相は，「政党の候補者」ではなく「59名の『政府』あるいは『全国』候補者」

を彼ら自身が選ぶことを考えていた。彼らが候補者名簿を作成すれば，「RPL寄りとも

CDNI寄りとも批判されないだろう」という理屈だった。国務省も，RPLとCDNIが両者

の話し合いで統一候補に合意することはないだろうから，これが「最良の解決方法」だろう

と同意している。78

一方で，王国政府側の自主的活動に任せるということは，国務省に言わせれば，選挙活動

における「規律の維持」や「選挙を不正操作する［rigelections］誘惑」が深刻な問題とな

る可能性があった。そのため国務省は，「ラオス指導部は関係する問題について明確な考え

を持っており，われわれの影響力にも疑問があるため，われわれは今度の選挙にあまり密接

に，また人目を引き過ぎるかたちで巻き込まれるのは避けるべきだろう」という方針をヴィ

エンチャンに伝えていた。79

しかし，人目を引かないように配慮されたかもしれないが，従来通り，米政府から候補者

への選挙資金の援助は行われた可能性は高い。1月末には，1955年選挙の例をあげてニュイ

副首相からスミス米大使に選挙資金援助の要請があった。パーソンズは3月3日の国務長官

との会合で，選挙対策のための国務省とCIAの協力について報告した。具体的内容は不明

だが，その数日前にはスミス米大使が候補者一人につき平均2万キップまでの資金援助を行

う可能性について報告している。しかも，この資金援助はイギリス側から共同で行うことが

提案されたものでもあったようである。80

さらに，以前のように王国政府側の選挙活動を支援するための空輸作戦も行われた。4月

1日のCINCPACから国務省への報告によれば，国務省の提案に基づいて，このための資金

7万5,000ドルがタイの米合同軍事顧問団に送られることになっていた。この資金は，PEO

がCIA傘下の「民間空輸会社（CivilAirTransport,CAT）」と契約したC�46・C�47輸送

機による80回に及ぶ空輸作戦で，米，塩，「6人部隊」の装備や他の軍事物資などをラオス

各地に運ぶために使われたようである。81

米政府関係者は，保守勢力が選挙を有利に進めるための働きかけを他にも行っていた。ひ

とつは，民主主義の先進国アメリカで現在も使われている古典的手法のラオスへの輸出とも

言えるものだった。スミス大使は，1月11日の「政治的行動計画」の必要性を訴えた電文

で，「必要な再区割り［redistricting］と選挙法の改正」に言及し，この目的でアメリカが

「指導と支援」のために介入する必要性を訴えていた。82「再区割り」とは，自陣営の候補者

の当選に有利なように選挙区の境界線の引き直しを行うジェリマンダリング（ゲリマンダリ

ング）のことを意味していた。

2月 2日，スミス大使と大使館スタッフは，ニュイ副首相，ソムサニット（Tiao
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Somsanith）内務相，プーイ元首相，プーミ国防相と話し合いを行った。話し合いでは，

候補者を統一することやNLHXも選挙に参加させること，そして各選挙区に議員1名の

「より小さなジェリマンダーされた選挙区」を作ることなどについて全員の同意を得た。

NLHX候補者の立候補については，選挙後の王国政府の国際的立場を強めるという考えか

ら，彼らに自由に選挙活動を行わせるべきだという方針が国務省から数日前に伝えられてい

た。但し，国務省は，NLHX指導者を逮捕・監禁した状態は続けるべきだとしていた。こ

れに対し英政府は，ヴィエンチャン駐在大使を通じて，王国政府にNLHX指導者を解放す

るように求めた。しかし米政府の働きかけもあり，王国政府は英政府の要請を拒否した。結

局，選挙前にNLHX指導者が解放されることはなかった。83

CDNIのシースックは，パテート・ラオが1958年の選挙結果を繰り返す可能性を最小限

とするために，「クー・アバイ政府は，民主主義の手続きから逸脱しないようにしながらあ

らゆる可能な努力を行った」と説明している。そしてその具体的な内容をあからさまに述べ

ている。まず選挙区については，パテート・ラオの影響が強い選挙区を分割するように区割

りの引き直しが行われた。選挙法の改正によって立候補資格も厳しく制限された。具体的に

は，立候補のための供託金が2倍に引き上げられ，立候補には小学校卒業か3年の寺院教育

が必要とされた。シースックによれば，パテート・ラオの指導者や活動家の半分以上は学校

に行っていなかったので，学歴制限は彼らを候補者から排除するのに効果的だと考えられ

た。84

2月29日の国務省の会議では，パーソンズが「ラオスでの選挙準備はほとんど終了した。

つまりは，その国でのジェリマンダリングが整えられた」と報告している。85選挙法の改正

に関わるさまざまな操作に，ラオス指導者たち自身のイニシアティブがどれほどあり，アメ

リカ人の「民主主義」の智恵が彼らにどこまで授けられ，実際にどれほどの影響があったの

かを特定することは難しい。実際問題として，パテート・ラオ側の活動家の多くは地下に潜っ

ていたか，ジャングルに逃げ込んでいた可能性が高かった。彼らが選挙で多くの候補者を立

てて戦える状況にはなかったが，米政府関係者は，1958年補完選挙での間違いを繰り返さ

ないように最大限の努力を行っていたのである。

3月の米大使館内の分析では，ムアンと呼ばれるラオスの106の行政区のうち，王国政府

が元々支配できていないか，1959年中の戦闘で支配を失った行政区は53もあった。つまり，

全行政区の50パーセントに達していた。行政区内の全地域に対する影響力を失ったわけで

はない行政区もあったが，このうち12行政区では50パーセント以上の地域を戦闘で失い，

32行政区では「敵のプロパガンダ，テロリズム，脅し，政府のプレゼンスの欠如など」で

支配が失われていたという。その後，王国政府は25行政区での支配を取り戻し，十分に支

配が及んでいない行政区の数は28となった。それでも，これは国土の約 4分の1を占めて

いた。86

このような状態で，国全体のすべての地域で投票がどれくらい円滑に行われたのかは大い
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に疑問が残る。しかもシースックによれば，王国軍は政府系候補者の勝利を確実にするため，

プーミ国防相の主導の下，共産主義側のプロパガンダを断固として抑圧することにした。安

全の確保という名目で，彼らは投票所の数を軍の部隊を十分に配置できる数にまで減らした。

当然，投票所が遠くて足を運べない有権者が発生することになった。さらに，パテート・ラ

オ勢力が伸張していた南部には王国軍9大隊が派遣され，6週間にわたって作戦を展開した

という。住民に対する王国軍や警察による圧力や脅しも伝えられ，ワシントンも，選挙活動

への「軍の過剰な介入」に対し警告するようヴィエンチャン大使館に指示するほどだった。87

このような状況下で，投票日前から「政府」系候補者の勝利は確実だと思われるようになっ

ていた。すでに4月8日の時点で，米大使館は「圧倒的に保守的な議会」が誕生すると予測

していた。但し，CDNI内ではプーミ派と反プーミ派があり，RPL内ではスワンナ・プー

マ派とプーイ派の対立があったため，選挙後の政府発足における困難も米大使館は危惧して

いた。スワンナ元首相は，選挙に立候補するためにパリから帰国していた。4月11日の国

務省の会議でもパーソンズが，「保守派は間違いなく勝利する」と述べていた。すでに国務

省内の関心は次期首相が誰になるかにも移っていた。国務省はヴィエンチャンに対し，「新

政府の形成において民主的，立憲的手続き」が尊重されるべきと主張し，「首相としてのプー

ミ将軍は，われわれが彼に反対かどうかという立場を取ることなく，願わくば除去［elimi-

nate］したい」と考えていることを伝えた。そして，プーイを疎外することなく，スワン

ナにもあからさまに反対しないようにすべきだとした。この国務省の考え方の背景には，プー

ミがプーイのみならず他の政敵やCDNI内のライバルさえも選挙で敗北させようと画策し

ており，タイのサリットのような独裁体制を狙っているという見方があった。国務省から見

れば，プーミの手法は，国内の分裂を招くばかりか，西側諸国の印象を悪化させ，DRVや

他の共産主義国からの強い反発を生む可能性がある危険なものだった。88

4�3．1960年総選挙の結果

4月24日の総選挙でパテート・ラオは，結局，9名の候補者しか立てられなかった。左派

系中立派の「中立平和党（Santiphab）」からも5名の候補者が出馬したのみだった。保守

派も十分に候補者を統一することはできず，各派合わせて141名の候補者が立候補し，59

の国民議会の議席が争われた。選挙結果は事前の予想通りだった。シースックによれば，

CDNI側の候補者が32議席を獲得し，RPL側の候補者が27議席を獲得した。左派系候補

者は一人も当選しなかった。89

そして投票が終わるやいなや，「選挙の不正操作［electionrigging］」の告発や報道が相

次いだ。閣僚経験もあるベテラン政治家のボン・スワンナウォン（BongSouvannavong）

や中立平和党からの選挙不正の訴えを受けて，『ニューヨーク・タイムズ』，『ワシントン・

ポスト』，『クリスチャン・サイエンス・モニター』といったアメリカの各新聞もこの問題を

報道した。米政府もこのような事態はある程度予想していた。それでも選挙後の報道に直面
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して，26日の国務省からの電文は，「世界の世論という目の前で，選挙がその説得力を失う

ほどに不正操作されているという兆候を深刻に懸念している」と述べていた。90

実際，ラオスにおける選挙の不正操作は，アメリカ側の予想をはるかに超えたものだった。

27日の国務省への報告でスミス大使は，「王国政府の公式広報で発表された多くの保守派候

補者の勝利に関わる天文学的数字の票差」が，王国政府を暖かく見守る者さえ驚かせるもの

だったと述べている。さらに彼は，ヴィエンチャンですでに流布していたいくつかの噂も報

告している。例えば，チャンパーサックでは二重底の投票箱に最初から政府系候補者への

500票が入っていたこと。ルアンパバーンでは投票箱に事前に500票ずつ入れる命令を拒否

した役人が軍に脅され，ヴィエンチャンまで逃げて訴えてきたこと。ヴィエンチャンでは軍

が有権者を脅し，政府系候補者が軍の支持を得た候補者に敗北したこと。さらに，サムヌア

では立候補の辞退を拒否した候補者が投獄されたことなどである。

翌日，大使館は，NLHXが1958年に勝利したサムヌア県の選挙区では，政府系候補者が

1万8,189対4票の票差で勝利したことも報告している。5月5日には，前述のボンの訴え

の内容も紹介している。彼の選挙区の登録有権者は選挙直前に1万5,351人から2万3,185

人に増え投票所も6カ所増えたが，彼は1万7,069票対1,073票で敗北した。多くの市民が

有権者証を得られなかったことや，何人もの人間が複数回投票したことなどもあった。他に

も，中立平和党の代表が1万7,175票対721票で敗北したが，写真による不正行為の証拠が

あったことも報告されている。91政府系候補者が，選挙区の登録有権者の数より2000票多い

票を得たことなども報道されていた。92

当時，CDNI指導者に助言や支援を行っていた CIA局員スチュアート・メスヴン

（StuartMethven）は，次のようなエピソードをラオス関与に関するCIAの公式研究で語っ

ている。彼が開票作業中に政府の選挙本部を訪問したときのことであった。プーミの副官が

黒板に開票結果を書き込んでいたが，パテート・ラオ支配が優勢なポンサーリーでさえ彼ら

の候補者の票がはるかに少なく，明らかに操作されていた。彼が副官に不正操作を諫めると，

「何年生まれか」と聞かれたという。不意を突かれたメスヴンが答えると，その副官は3桁

の数字を彼の生年の数字1,927に書きかえた。メスヴンは，プーミの承認の下でこのような

ことが行われていると推測したと回顧している。93

スミス大使と27日に会談した仏大使は，投票に行かない有権者もいるのに候補者が有権

者の95パーセントの票を獲得することは「算術的に非現実的な」結果であると嘆いていた。

彼は，「明らかに稚拙な不正操作」は「プーミが政治家としてはほとんど資格がない事実を

証明した」とし，今回の選挙が全体主義国の選挙にも比肩するものであったと語った。94
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5．スパーヌウォン逃走とソムサニット政府の成立

5�1．米英仏豪4カ国政府による圧力

4月の選挙における住民や候補者への圧力，開票時の不正操作には目に余るものがあった。

しかし，米政府はもちろん，他の西側諸国も公式には王国政府側が行った不正行為や選挙の

結果を批判することはなかった。軍部・CDNI，またプーミ個人に対する西側の信頼は大き

く傷ついたが，保守派勢力が分裂状態にある以上，改めて彼らの統合を図りパテート・ラオ

の脅威に対抗する必要があるという点では選挙前も選挙後も問題は変わらなかった。そして

このためには，軍部・CDNIのみが政府を独占するような事態は防がなければいけないと考

えられた。

このため，アメリカ，イギリス，フランス，オーストラリア4カ国の政府は，再び連携し

て王国政府に対する行動を起こすことになった。5月4日，ヴィエンチャン駐在の4カ国の

大使は，「独占」や「排除」をするのではなく，政治勢力の糾合を促す王国政府への働きか

けを行うべきということで一致した。ヴィエンチャンからの提案を受け，6日にはワシント

ンで4カ国の代表が協議を行った。この協議では，4カ国が共同で内政干渉を行ったという

批判を避けるために，王国政府への働きかけは覚書の形式で行うのではなく各国大使が別々

に口頭で行うことが合意された。口頭メッセージの内容は，まずラオスにおける「可能な限

り幅広い愛国主義勢力の和解」と，法の手続きに基づいた「国際的名声のある人物を含む幅

広く代表された政府」の設立が不可欠であるというものだった。また新政府が「伝統的な平

和と中立の政策」を堅持し，そのような政府が誕生した暁には友好国として支援と協力を惜

しまないという内容も含まれていた。「国際的名声のある人物」という表現は，暗にプーミ

ら軍人を排除するものだった。スミス大使は，9日までにこのメッセージをクー首相とカム

パン外相に伝達した。95

米政府の軍部・CDNIに対する圧力はこれだけにとどまらなかった。選挙後も一部の米政

府関係者がスミス大使と異なる助言を行っているという噂があったせいかもしれないが，国

務省は，軍部の政府支配やプーミ国防相の首相就任に反対する強い警告を行うようになる。

8日には，新政府が「陸軍による支配」と見られないように幅広い勢力を代表すべきことを，

改めてプーミ，ウアン王国軍司令官に伝えるようにスミス大使に指示した。二人と会談した

スミスの報告によれば，彼らはCDNIが支配する政府でプーミが首相か副首相になる可能

性を排除しなかったという。そのため国務省は，6日のメッセージをスミスが国王にも謁見

して伝えること，またプーミに対し彼が首相あるいは副首相に就任することには反対するこ

とを改めて伝えるように指示した。96

スミスと会談した国王の反応は，米政府の助言に感謝しながらもアメリカが「ラオス人を

大人として扱ってほしい」というものだった。国王は新政府の構成は11日に招集された国
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民議会の仕事であり，自分が介入できるものではないとした。しかし，国王の立場は明らか

に軍に依存したものでプーミ寄りというのがスミスの印象だった。97

5�2．「赤の殿下」スパーヌウォン逃走事件

新政府発足をめぐるラオス指導者と米政府などとの駆け引きが展開されているなかで，誰

もが予期しなかった事件が発生した。5月24日深夜の2時から3時の間に，ヴィエンチャ

ン郊外の警察収容所に捕らえられていたスパーヌウォン，プーミー・ウォンウィチット

（PhoumiVongvichit）と14名のNLHX指導者が，嵐のなか全員脱走したのである。98

パテート・ラオ軍第二大隊の逃走後に捕らえられたNLHX指導者の監禁は，1年が経過

したところだった。当初は自宅軟禁の状態だったが，王国軍との戦闘が始まった1959年7

月には彼らは逮捕され，裁判にもかけられないまま収容所で毎日を過ごしていた。スパーヌ

ウォンらは看守役の憲兵たちの何人かを味方に付け，彼らも引き連れて脱走に成功したので

ある。王国軍の追走にもかかわらず，スパーヌウォンらは徒歩でヴィエンチャン県の安全地

帯まで3日間かけて到達した。ファルは，NLHX指導者らの脱走により王国政府は最後の

トランプ・カードを失い，これ以降，ラオス支配をめぐる闘争は軍事力をかけるものになっ

たとしている。99

シースックは，この「赤の殿下（the・RedPrince・）」らの大脱走劇がラオスの人々に与

えた心理的影響を強調している。パテート・ラオの実質的権力はカイソーンらに移りつつあっ

たと言えるが，ラオ・イサラ時代からの抗仏ゲリラ指導者としてのスパーヌウォンの名声と

人気は，農民たちの間でもまだ根強いものがあったという。彼の監禁と脱走そして「復活」

は，パテート・ラオ運動をいま一度活性化させるものだった。100

一方，アメリカ側は，この事件がむしろプーミら強硬派の発言力を強めるのではないかと

危惧した。5月26日に国務省は，プーミの首相就任に反対するという米政府の立場を，プー

ミに再度伝えるようにスミス大使に訓令している。国務省の電文は次のようにも述べてい

た。101

安全保障と国際的考慮に照らして，われわれは，次期政府が軍部に主導あるいは

支配されれば，共産主義者たちが武装反乱を激化させ，ラオスの平和と安定が最終

的に依拠する経済的社会的発展が疎外されるのではないかと懸念している。この懸

念は，NLHXとその同調者たちが議会から排除され，安全弁としての合法的な公

然活動の遂行を妨げられたことでますます深刻なものとなった。NLHX指導者ら

の脱走は，このような見方をさらに強めるものとなっている。

米政府による強い圧力は，最終的にプーミを屈服させた。28日にスミス大使と会談した

プーミは，誰もが自分が首相になることを望んでいると主張した。しかし彼は，「自分を首

共立 国際研究 第34号（2017）

―75―



相とすることに対するアメリカの反対が乗り越えられない［unsurmountable］ものならば，

自分自身が選ぶ他の誰かに地位を譲るだろう」とも述べたのである。102

おわりに

6月3日，ラオス国民議会はソムサニットを首相とする内閣を承認した。プーミは再び国

防相に就任し，カムパンも外相に再任された。財務相にはインペンが就任した。これら

CDNIの中心的指導者が主要閣僚を独占することになった。首相としてのソムサニットは看

板役に過ぎず，実際の権力がどこにあるかは明らかだった。内閣のさらなる右傾化も明白だっ

た。それでも，米政府の意向は反映されたと言えるだろう。シースックは，米英仏3カ国の

圧力がプーミを首相から排除することに寄与したのは疑いようのないことだったと回顧して

いる。なお，選挙には勝利したがCDNIは正式な政党ではなかった。そのため，選挙後に

「社会民主党（TheSocialDemocraticParty,PaxaSangkhom）」が設立され，政党とし

て国政の一翼を担うことになった。103

フランスから帰国していたスワンナ元首相は国民議会の議長に就任した。彼の国政への復

帰は，この後に起こる本格的なラオス内戦そしてその解決において再び重要な意味をもつこ

とになる。しかし，軍部・CDNI派が多数を占める国民議会では，当面，スワンナの影響力

は限られていた。

この時期のアメリカの政策は，ある種の一貫性と矛盾の両方に彩られていた。大きな枠組

みとしては，1954年以降のアメリカのラオス関与における，国内的安全保障の追求の下で

の軍事偏重の援助，王国軍・自主防衛軍の育成，西側指向の反共保守派支援という一貫した

政策が追求されてきていた。しかしこのような政策は，1958年補完選挙後には米政府内で，

王国軍を「活発な政治勢力」，「ラオスの将来にとっての鍵」と見なす見方や，軍部と密接な

関係にあった若手保守派CDNIへの支援という政策を生み出した。そしてその帰結として，

穏健中立派のスワンナから親米保守派で「最良」の指導者とも見なされていたプーイに至る

まで，文民政治家の影響力は大きくそがれることになった。

一方，このような過程で，アメリカの政策はさまざまな矛盾や動揺，優柔不断さを孕みな

がら展開された。対立するRPLとCDNIの両方を支持し両者の公平な「仲介者」になると

いう政策は，当初から大きな矛盾をかかえていた。米政府は，軍部・CDNIの「指導された

民主主義」路線を批判しながらも，反民主的，独裁的傾向のある彼らへの支援を止めること

はもちろん，何らかの具体的圧力を加えることもなかった。また，クーデターのような立憲

的手続きを無視した力による政治変革に反対しながらも，最後には軍部・CDNIのクーデター

容認へと政策を大きく転回させた。しかし，このような政策を採用しながら，米政府は，クー

デター後そして総選挙後の王国政府が軍部独裁となることに対する形式的な反対を貫くこと

は忘れなかった。
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この時期のアメリカの対ラオス政策には，このように短期的には多くの矛盾や動揺が見ら

れた。しかし，これらの矛盾や動揺は，最終的には国内的安全保障を重視し王国軍を政治的

勢力の要と見なす大きな政策の枠組みのなかに収斂され「解消」されていったとも言える。

民主主義や立憲主義，汚職・腐敗，公正な選挙に関する米政府内での議論や懸念にもかかわ

らず，米政府は，反共主義勢力に軍事的に対抗できると思われたプーミのような「強者

（strongman）」を選択したのである。しかし，ラオス国民に幅広い政治的基盤を持たず，

スワンナやプーイのような「国際的名声」もない指導者を選択したことが，どのような反動

を生み出すかを米政府関係者はこのときはまだ予想できていなかった。
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TheUnitedStatesandtheCivilWarinLaos－Part2

KojiTerachi

ThisstudylooksatU.S.policytowardLaosaftertheelectionsinMay,1958,

throughtheoutbreakofthecivilwarinAugust,1960,andexamineshowU.S.involve-

mentinLaopoliticscontributedtothedeterioratingsituationinLaos.Thispaper

constitutesthesecondpartofthestudyandexaminestheperiodfrom May,1959,

throughJune,1960.

AftertheelectionsinMay,1958,theU.S.governmentshifteditspolicytoward

supportingalargerroleforthemilitaryinLaopolitics.TheleadersoftheleftistPathet

Lao（PL）politicalpartywereexcludedfrom PhouiSananikone・scabinetafterthe

elections.InMay,1959,thescheduledintegrationofthePLforceintotheroyalarmy,

whichtheGenevaagreementof1954hadstipulated,failed,andoneofthetworemain-

ingPLbattalionsescapedintothejungle.InJuly,amilitaryclashbetweenthePLforce

andtheroyalarmyoccurred,whichfinallyendedthehopeforthepeacefulintegration

ofLaos.

TheRoyalLaoGovernment（RLG）accusedtheDemocraticRepublicofVietnam

（DRV）ofsendingitsarmyunitsintoLaostoaidthePLforceintheirfightwiththe

royalarmy.TheRLGbroughtthemattertotheUnitedNationsinAugust.TheU.S.

governmentknewthattherewaslittleevidenceforthepresenceofDRVarmyunitsin

Laos,butdidnotchallengetheRLG・sclaim.InresponsetotheRLG・srequest,theU.N.

SecurityCouncildecidedtosendafact-findingsubcommitteetoLaos.However,the

subcommittee・sreportinNovemberdidnotprovethepresenceofDRVunitsinLaos.

ThemilitaryclashwiththePLforcealarmedU.S.policymakers.Theywerepar-

ticularlydisturbedbytheinabilityoftheroyalarmytosuppresstherelativelysmall

PLforce.ThispromptedtheU.S.todecidetoincreaseboththeroyalarmyforceand

theauto-defenseforceby4,000.TheU.S.alsosentabout100U.S.militarytraining

personneltoLaosbeginninginJuly.

TheinabilityofPhoui・sgovernmentinthefaceofthePLattacksalsoreignitedthe

politicalstruggleamongLaopoliticalleaders.Phouiandhispartyoftraditionalcon-

servativepoliticianswerechallengedbytheCommitteefortheDefenseofNational

Interests（CDNI）.TheCDNIoriginallyconsistedofyoungerpoliticalandmilitary

leaders,butitbecameincreasinglycontrolledbythearmy.InDecember,thearmy

unitsledbyLieutenantGeneralPhoumiNosavanstagedabloodlessmilitarycoup

againstPhoui・sgovernment.U.S.policymakersweregiventheinformationofthe

impendingcoupbeforehand,butitdecidedto・standdiscreetlyaloofandletnature

take［its］course.・
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Despiteitsacquiescencetoamilitarycoup,theU.S.exertedstrongpressureon

Phoumiandotherarmyleaderstoorganizeaprovisionalcabinetheadedbyacivilian

leader.Acivilian-headedcabinetwitharmygeneralswasformed,butitwasquite

apparentwherethepowerlay.Theprovisionalgovernmentheldgeneralelectionsin

May,1960.DespitethefactthatonlyafewPLcandidatescouldparticipateinthem,the

governmentchangedtheelectionrulesinfavoroftheconservativesandthearmy

usedstrong-armtacticsandintimidationandevenriggedelections.

TheresultsweresolopsidedthatevenU.S.officials,aswellasotherwesternoffi-

cialsandobservers,frownedonthebehavioroftheCDNI/militaryleaders.Again,the

U.S.exertedstrongpressureonthem topreventtheemergenceofagovernment

headedbyPhoumi.Phoumigrudginglygaveupthepostofprimeminister,andan-

othercivilian-headedgovernmentwasformed.However,despiteitsfluctuatingpolicy

towardLaos,thefactremainedthattheU.S.permittedamilitarycoupandconsis-

tentlysupportedthearmyandthesuccessivearmy-controlledgovernments.Asa

result,theinfluenceofcivilianleadersinLaopoliticswassubstantiallyreduced,with

ominousimplicationsforfutureU.S.involvementinLaos.




